
     

　  

　
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円

22 年 人  人 人 平成 22 年 人 人 人 ②

17 年 人 人 ％ ％ ％

％ 平成 17 年 人 人 人

平成 25 .3.31 　 人 22年国調世帯数 人 ％ ％ ％

平成 24 .3.31 人 17年国調世帯数 人

％ ％

千円 千円 千円 ％

千円 計

④ ①自主財源比率
％

②人件費比率
％

(f) ％ ③義務的経費比率
千円 ％

④投資的経費比率
％

(g) ％

％ 千円

％

％

○ ○ 千円 ％ ％ 千円 ％ 千円

○ ○ ○ ○ ○

○

A B

人 千円 千円

千円 千円 人

円 % % %

(千円)　 % % %

% % %

72,383

2,191,764

1,618,612

1,678,705

1,270,701

26,473

1,482,967

2,828,693

14,579,316

10,877,789

72,383

9,127,510

21.5

47.0

16.1

2.4

9 69,716

震 災 復 興 6,853,622 9.0 補 助 費 等

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

11,730,220100.067,738,940合 計100.0 5.8

924,156 921,656

公

営

事

業

の

状

況

収 支 額 380,756 千円

5 人

工業用地等造成事業 無

市 町 村 民 税税務事務

事　　業　　名 法適用
の有無 収支額

E/(a)

火葬場 中学校

その他

事 務 の 共 同 処 理 の 状 況

議員公務災害 事務機共同 伝染病

連結実質赤字比率

普通会計からの繰入額

-

9.7

訳

6,193,907

実 質 赤 字 比 率

実 質 収 支 比 率
6.5

将 来 負 担 比 率

退職手当 老人福祉 ごみ処理 小学校

し尿処理 常備消防

滞納繰越分

公 債 費5.0 △ 7.1

1,350,023 46.2

1.4

教 育 費 1,073,055

都 市 計 画 税

1.6

入 湯 税 0 0.0 0.0 0 災害復旧費 1,750,279

合 計

歳 入 性 質 別 歳 出

市 町 村 税 目 的 別 歳 出

徴

収

率

適 用 税 率 の 状 況 区 分 現年課税分

2.6 636,929

7.0 1,430,905

0.5 228,244

8.9

776,038

0.9 486,470

1,611,882

0.3 22,998

1.1

26.0 92.9

1.00 固 定 資 産 税  1.4/100 (国民健康保険税を除く)

法人税率 12.3/100 市 町 村 税 計 98.7

35.2 95.6

所得割

標準税率に 固 定 資 産 税 98.5 21.5 88.8

対する比率

法

人

分

市 町 村 民 税 98.8町

民

税

個

人

分

均等割

160 150 130 120 50

3,000 1,750 410 4003,000 町

民

税

均 等 割

目 的 税 146,793 5.0 △ 7.1 0

法定外普通税・旧法税 消 防 費 574,341

特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0.0 0 0 土 木 費 4,726,828

鉱 産 税 商 工 費 368,751

市 町 村 た ば こ 税 236,715 8.1 7.3 200,573 0 農林水産業費 6,029,732

699,127

軽 自 動 車 税 65,871 2.3 10.9 65,689 0 労 働 費 225,516

26.7 2,465,448

固 定 資 産 税 1,120,675 38.4 △ 4.9 1,619,948 0 衛 生 費 767,826

48.8 2,319,688

法 人 分 291,382 10.0 69.2 268,495 0 民 生 費 18,098,789

0.2 130,835

個 人 分 1,058,641 36.3 9.0 1,368,984 0 総 務 費 33,068,832

1,637,479 0 議 会 費 130,83518.1

決 算 額 一 般 財 源

税 額 × 75

基 準 100 超過課税分収
入済額 千円 区 分

決 算 額 構成比 増減率

11,730,22076,208,667 100.0

区 分

合 計

構成比

　100.0 合 計 67,738,940 100.0

494,715

70,632

7,805

636,929

00.0

うち県営事業 91,059

779,113

13,515

1,253,050

5,882,434

21.9

0.2

18.5

86.6

3.0

566,773 0.7 4,687 0.1

107,983

災害復旧事業

うち国直轄

0失業対策事業

2.6

内

普通建設事業

う ち 補 助

う ち 単 独 1.1

144,632 0.2 7,294

国 庫 支 出 金

7,805

766,57714,583,914 19.1

6.4

16.1

0.1

0.1

0.1

0.0

1,750,279

33,577,315 44.1 8,262,069

13,391 0.2

分担金・負担金① 66,751 0.1 0 0.0

0.1

0.1 前 年 度 繰 上 充 用 金交通安全対策特別交付金 4,309 0.0 4,309

0.5地方特例交付金 13,557 0.0 13,557

小 計 13,410,963 17.6 6,164,226 99.5

0.3 維 持 補 修 費 36,515

1,678,397

0.2
投 資 お よ び 出
資 金 ・ 貸 付 金 341,003

繰 出 金

279,343

672,244 9.946.3 物 件 費 4,075,945

4.5 積 立 金 31,824,679

11.5

3,289,892 3,134,728 46.2

1,123,005

6.4

普 通 2,868,467 3.8 2,868,467 6.0

地 方 交 付 税 9,968,411 13.1 2,868,467 46.3 小　　計　③ 4,325,296

920,877 13.6
自 動 車 取 得 税 交 付 金 60,732 0.1 60,732 1.0 一時借入金利子

元 利 償 還 金 924,156 1.4 921,6561,035 0.0 1,035 0.0

921,656 920,877 13.6

416,384 411,911 6.1

3,986 0.0 3,986 0.1 公 債 費 1.4

16.4

利子割交付金 6,939 0.0 6,939 0.1 扶 助 費 1,379,062 2.0

26.5

地 方 譲 与 税 156,883 0.2 156,883 2.5 う ち 職 員 給 1,267,221 1.9 1,207,549

0

2,022,078 3.0 1,951,852 1,801,940

構成比 一 般 財 源 等 経常一般財源

924,156

1,114,803

地 方 税 ① 2,920,077

経常収支
比率　％

0 被保険者一人当り保険税調定額

加 入 世 帯 数

6
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国

保

会

計

の

状

況

職 員 数

決 算 額
区 分

決 算 額 構成比 経常一般財源 構成比
区 分

3.8 2,773,284 44.8 人 件 費

後期高齢者医療事業 1

わたり温泉鳥の海事業 無 2,114 世帯

被保険者一人当り保険給付額

無

介 護 保 険 事 業 無 63,774 340,295 被 保 険 者 数

361,3131,984

円

千円

301,102 円

5,028

14,949

78,896

人

円

9,412

100,168 24,997

3,523,689 0職員数 合 計

公共下水道事業 無 17,714 579,000 5

6水 道 事 業 有

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金 233,649

議会議員 ( 16 人 ) 〃 256,000 146,793 0

2,920,077

議 会 議 長 H19.5.1 323,000

議 会 副 議 長 〃 268,000

合　　　計 253 71,578 283

臨 時 職 員

消 防 職 員

副 町 長 H19.4.1 594,000

教 育 公 務 員 1 388 388 教 育 長 H18.1.1 531,050

うち技能労務職 20 5,206 260

市 町 村 長 H18.1.1 772,200 円一 般 職 員 252 71,190 283

給料月額　
一 人 当 り 支 給

低 開 発 過    疎 市町村圏 財源超過

工    特 山    振 特定農山村 指数表選定 非常勤公務災害

10
実質単年度収支

旧 新 産 産    炭

J 650,197

半    島

指 定 団 体 等 の 状 況

財政再建

(F+G+H-I)
1,592,447

-

-

実質公債費比率

596,000 0.8うち臨時財政対策債

繰 越 金 ①

諸 収 入 ①
2,663,182債務負担行為額

地 方 債 849,900 1.1

財 政 力 指 数

(b)/((c)+(d))
8 繰 上 償 還 金 86.60

0.500

H 3,250

6,193,907

うち政府資金 6,900,227

(c)

9 積 立 金 取 崩 額 I 0 0

経 常 収 支 比 率

(d)
798,873

臨時財政対策債
596,000

繰 入 金 ①

536,875

12,299,036 16.1

地方債現在高 9,536,910

(g)/(a) 138.9 0.7

財 産 収 入 ①

5
実 質 収 支

E 442,859

7 積 立 金 G 1,271,259

6 単 年 度 収 支
寄 附 金 ① 40,338

特定目的

13.5

30,661,338 12.2

(f)/(a) 517.8

35,550,532

(C-D) 一 般 財 源 (b)
1,067,171

経 常 経 費 充 当
5,882,434

積立金現在高

減    債 32,135

0.1

手 数 料 ① 19,878 0.1

財    調

F △ 624,312

県 支 出 金

793,574
経 常 一 般 財 源

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源 D 8,026,868 698,704

標 準 財 政 規 模

(a)

3
歳入歳出差引額

C 8,469,727 1,765,875 標 準 税 収 入 額
(A-B)

5.643,637,168 基準財政需要額 5,544,238

6,865,339

3,400,484

4,857,059 使 用 料 ①

2 歳 出 総 額 B 67,738,940

歳 入 総 額 A 76,208,667

起債制限比率

1

0.1 29,784 29,784 0.4246,322

地方消費税交付金 279,343 0.4

10,275

34,091

33,907

5,257

特 別

株 式 譲 渡 所 得 割 交 付 金

1,920

指 数 等

配当割交付金

指 数 等

4,813平成 k㎡ 9,896

9.3 29.7 61.00

平 成 ２ ４ 年 度 決 算 状 況

人 口 集 中

区 分 第 １ 次 第 ２ 次地 区 人 口

市町村類型 Ⅴ－２ 交付税種地

人 口
産 業 構 造

就
業
人
口

第 ３ 次

0

宮 城 県 亘 理 町

区 分

月 額 B/A 年 月 日 ( 報 酬 ) 月 額

平 成 23 年 度

45,403,043 基準財政収入額 2,681,884

一 般 職 員 等 特 別 職 等

区 分
改定実施 一人当り平均給料

区　　　　分 職員数

7.7

国

調

住

基

平成

区 分 平 成 24 年 度

増 加 率

34,845

35,132

区 分

△ 0.8

4.9増 加 率増 加 率 △ 0.5

面 積 人 口 密 度

73.21 476

10,903

Ⅱ３種地

1,509

89,380

10,397

国調

国調 11.0 30.1 58.9

公 債 費 比 率


